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１．使用料等改定の経緯 

 

本区では、公共施設の効率的な管理運営を行うとともに、受益者負担の原則

に基づき、使用料等の定期的な検証を実施し、必要に応じて改定を行っていた。 

平成 12年度以降の使用料（指定管理者制度による利用料を含む。）の改定状

況は下表のとおりである。 

 

【過去の改定状況】 

改定年度 改　定　内　容
原　価
計算率

物　価
上昇率

平成12年度 平均20％改定 1.40 102.4

平成15年度 改定見送り 1.14 98.4

平成18年度 駐車場の有料化、減免規定の見直し 1.14 98.7

平成21年度 改定見送り 0.98 100.2

文化センター1.49

スポーツ施設1.54

区民館1.28

文化センター系20％改定
スポーツ施設系20％改定
区民館系10％改定

平成24年度 98.8

 

＊原価計算率は、施設の維持管理コストと最大徴収使用料との乖離率 

＊物価上昇率は、前回の改定時からの上昇率 

＊平成24年度より、維持管理コストの原価計算に人件費を算入 

 

 

２．使用料見直しの基本方針 

（１）受益者負担の原則 

施設使用料が貸出施設の維持管理等に要する費用（コスト）を下回る場合、

乖離分は公費（税金）で賄うことから、貸出施設を利用しない区民にも費用負

担を課すこととなり、区民全体の負担となっている。 

貸出施設を利用する区民（以下「受益者」という。）と利用しない区民との

負担の公平を図るため、施設利用に対し応分の負担を求める受益者負担を原則

として使用料を算定する。 
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（２）算定方法の透明化 

受益者や区民の方に分かりやすく説明するため、使用料の積算根拠を明確に

し、透明性を確保する。 

 

（３）コスト削減の取組み 

貸出施設の維持管理等に要する費用（コスト）を使用料算定の基礎（原価）

とすることから、効果的・効率的な施設運営によりコストを削減し、区民が利

用しやすい施設使用料が設定できるよう行政側の努力が不可欠である。 

 

（４）見直しサイクルの明確化 

公費（税金等）と受益者の負担、つまり区民相互の負担のバランスを確保す

るため、社会・経済情勢の変化や貸出施設の利用状況など、使用料と貸出施設

に係るコストについて毎年度分析を行い、原則として4年ごとに利用者負担額

の見直しを実施する。 

 

 

３．調査・検討項目 

（１）使用料等の分析について 

①原価計算 

   24年度（前回改定年度）から26年度の3か年分について、施設別・カテ

ゴリー別の決算実績に基づく収支状況（乖離率）を分析する。 

   前回改定より、施設の維持管理コストの考え方を見直し、維持費（物件

費等）と人件費を原価として捉えている。今年度本区が実施した調査では、

23区中19区が人件費を維持管理コストとしており、今回の見直しにおいて

も、前回の考え方を引き続き採用する。 

 

②経済情勢 

   消費者物価指数などにより、区民生活を取り巻く経済環境を検証する。 

 

（２）庁舎駐車場の有料化について 

  現在無料としている庁舎施設（本庁舎及び総合区民センター）の駐車場に

ついて有料化を検討する。 

 

（３）減額・免除規定について 

  減額・免除規定は、各施設の設置目的等の理由により減免条件や減免率が

異なっているため、一定の整理を行う。 

 

2



４．検討結果 

 

 ●原価計算の結果、収入と支出の乖離（全施設平均）は生じているものの、 

  今後の区による更なる節減努力等を勘案し、料金改定は実施しない。 

 

 ●公有財産の適正管理・有効活用の観点から、庁舎駐車場の有料化について 

  引き続き前向きに検討していく。 

 

 ●減額・免除制度は、各施設の利用状況等により個別判断すべきものであり、 

  今後も条例等の適正な制定・運用を図っていく。 

 

 

（１）使用料等の分析結果について 

 ①原価計算 

  使用料等の見直しは、以下の施設を対象としており、施設ごとの決算分析

を行った上で、３つのカテゴリーに分類して検証を行っている。 

 

【カテゴリー分類】 

カテゴリー 対象施設名称

文化センター系
（ 12施 設 ）

文化センター、江東公会堂、総合区民センター、森下文化セン
ター、古石場文化センター、豊洲文化センター、亀戸文化セン
ター、東大島文化センター、砂町文化センター、芭蕉記念館、深川
江戸資料館、中川船番所資料館

スポーツ施設系
（ 11施 設 ）

スポーツ会館、深川スポーツセンター、亀戸スポーツセンター、有
明スポーツセンター、東砂スポーツセンター、深川北スポーツセン
ター、夢の島競技場、屋外体育施設（新砂運動場、野球場、庭球
場、プール）

区 民 館 系
（ 9施 設 ）

区民館、男女共同参画推進センター、産業会館、青少年センター、
福祉会館、老人福祉センター、教育センター、児童館、児童会館

 
＊上記以外の施設は、法令・条例や都・区統一基準等により使用料の算定方法

の基準があるなど別途の基準により算定している。 

 （例）法令・条例等 ：区営住宅、区民住宅、高齢者住宅など 

    都・区統一基準：道路占有料、公園占有料など 
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＜カテゴリー別の分析結果＞ 

ⅰ）文化センター系                   （単位：千円） 

 24年度 25年度 26年度 

A.維持管理コスト 819,128 813,183 858,640 

B.最大徴収使用料 560,923 640,038 680,277 

C.乖離率（A/B） 1.46 1.27 1.26 

 

ⅱ）スポーツ施設系                   （単位：千円） 

 24年度 25年度 26年度 

A.維持管理コスト 1,205,495 1,200,881 1,144,041 

B.最大徴収使用料 821,536 924,210 984,225 

C.乖離率（A/B） 1.47 1.30 1.16 

 

ⅲ）区民館系（区民館）                 （単位：千円） 

 24年度 25年度 26年度 

A.維持管理コスト 42,965 52,907 53,915 

B.最大徴収使用料 35,833 42,351 42,365 

C.乖離率（A/B） 1.20 1.25 1.27 

 

【全ての対象施設】                   （単位：千円） 

 24年度 25年度 26年度 

A.維持管理コスト 2,297,633 2,296,652 2,281,812 

B.最大徴収使用料 1,554,193 1,725,524 1,825,795 

C.乖離率（A/B） 1.48 1.33 1.25 

 

 

★維持管理コストとは・・・ 

維持管理コスト 内  容 

物件費等 光熱水費等の物件費や経常的な維持補修費等（貸出面積分） 

人件費 貸出業務に従事する職員人件費（委託の人件費相当を含む） 

 ※土地取得経費や施設建設費（減価償却費）、臨時的な経費は含めない。 

 

★最大徴収使用料とは・・・ 

 貸出施設が貸出可能時間帯で全て稼働（満室）した場合に見込まれる使用料 
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＜収入決算額の推移＞                  （単位：千円） 

 前回改定

(A) 

24年度 

決算 

25年度 

決算 

26年度 

決算(B) 

B/A 

文化センター系 303,832 302,725 338,533 371,943 1.22 

スポーツ施設系 357,686 378,514 406,930 447,822 1.25 

区民館系（※） 11,998 12,091 13,812 13,653 1.14 

全施設 計 701,814 721,580 785,316 858,541 1.22 

 ※区民館系は区民館のみであり、全施設計とカテゴリー合計は一致しない。 

 

  消費税率の引上げ（26年4月～）、物価や労務費等の上昇など、維持管理コ

ストの増加要素がある中で、区は歳出節減努力を図り、乖離率（全施設平均）

は減少傾向で推移しているものの、依然として維持管理コストが最大徴収使

用料を上回っており、今後も区による歳出削減へ向けた取組みが必要である。 

  なお、使用料等（利用料金を含む）は前回改定時から増収となっている。 

 

 ②消費者物価指数 

東京都区部における消費者物価指数の推移は下表のとおりである。 

 

 【総合指数の推移】 

 22年平均 23年平均 24年平均 25年平均 26年平均 

平成22年を 

100とした場合 
100.0 99.5 99.0 99.1 101.4 

 

27.1 27.2 27.3 27.4 27.5 27.6 27.7 27.8 

101.6 101.6 102.1 102.4 102.6 102.2 102.0 102.1 

 

  22年平均の消費者物価指数を100.0とすると、26年平均は101.4であった。

26年中は水道・光熱分野の指数が上昇したが、27年に入って下落傾向であり、

代わって食料や教育娯楽等といった分野で上昇傾向にある。 

 

 ③月例経済報告など 

月例経済報告（27年 8月内閣府発表）では、「景気は、このところ改善テ

ンポにばらつきもみられるが、緩やかな回復基調が続いている」としている。 

  一方で、内閣府が発表する景気動向指数は、22年を100とすると、27年7

月は112.2となっているものの、内閣府の基調判断では、「景気動向指数は、

足踏みを示している」としており、中長期的には楽観視できない。 
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（２）庁舎駐車場の有料化について 

本区では、平成18年度の改定において文化施設やスポーツ施設の駐車場を

有料化したが、庁舎施設（本庁舎及び総合区民センター）は無料となっている。

各区における庁舎駐車場の有料化については以下のとおり。 

 

無料 

（9区） 
中央、港、新宿、台東、江東、目黒、板橋、葛飾、江戸川 

有料 

（14区） 

千代田、文京、墨田、品川、大田、世田谷、渋谷、中野、

杉並、豊島、北、荒川、練馬、足立 

  ※有料には、夜間のみ料金設定を行っている区を含む。 

 

  庁舎駐車場の有料化については、今年度より所管部局で調査・研究を始め

ており、28年度以降の使用料検討委員会で引き続き検討を行う。 

 

（３）減額・免除規定について 

  近隣区の主要スポーツ施設における「障害者」の減額・免除状況について

サンプル調査を実施した。 

 

 主な施設 障害者の減免設定 

墨 田 総合体育館 体育館は全額、プールは半額免除 

江 東 スポーツ会館 区民（団体）は全額、区外は半額免除 

足 立 総合スポーツセンター 全額免除（区内在住・在勤問わず） 

葛 飾 総合スポーツセンター 全額免除（区内在住・在勤問わず） 

江戸川 スポーツセンター 免除規定なし（ただし介助者は無料） 

 

  上記のとおり、各区の行政需要や過去からの経緯、政策的判断などがある

ため、減額・免除規定についても区により対応が異なっている。 

使用料の減額・免除は、受益者負担の例外的な取扱いであり、公費負担する

以上、納税者や料金負担者の理解を得る必要である。本区においても、減額・

免除規定の適正運用を図るべく、各施設の設置目的や利用状況等を踏まえて、

引き続き慎重に検討していく。 

 

（４）検討状況の公表について 

  今年度の検討結果については、この報告書により、議会への報告を行うと

ともに、区民に対しても公表することとする。 
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５．今後の課題 

  今回の検討結果では、区による一層のコスト削減に努める必要があるとし、

使用料等の改定を見送ることとしたが、今後も人件費や物価等の上昇、消費

税率の更なる引上げが見込まれており、区による経費節減には限界がある。

また、公共施設の老朽化への対応は喫緊の課題であり、各施設を維持・継続

するための費用は今後も増加が見込まれる。 

  こうした状況を踏まえ、次回の見直しまでに以下の点について検討する。 

 

（１）原価計算方法の見直し 

  本区では、維持費（物件費等）と人件費を維持管理費としているが、新た

に導入を予定している地方公会計制度を活用して、減価償却費（投資的経費）

を算入すべきか検討する。 
 
（２）施設別改定率の設定 

  本区では、３系統ごとに改定率を見直しているが、受益者負担の更なる適

正化を図るため、施設別決算分析を活用した改定率の設定を検討する。 
 
（３）受益者負担割合の検討 

  本区では、収支の乖離のうち 50％を公費負担しているが、受益者負担の原
則から、本来は受益者が全額負担すべきものであるため、受益者負担割合の

あり方について整理・検討する。 
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江東区使用料検討委員会の設置及び運営に関する要領 

昭和５５年５月１２日 

庁議決定 

（設置） 

第１条 江東区における使用料（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４４条の２第８項に規定する利用料金を含む。以下同じ。）の適正化を図るた

め、江東区使用料検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、前条の目的を達成するために必要な調査研究を行い、適正

な使用料案を作成し区長に提出する。 

（委員会の構成） 

第３条 委員会は、次に掲げる職にある者をもって構成する。 

政策経営部長 

総務部長 

地域振興部長 

区民部長 

福祉部長 

健康部長 

こども未来部長 

環境清掃部長 

都市整備部長 

土木部長 

教育委員会事務局次長 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、政策経営部長とし、会務を総括する。 

２ 副委員長は、あらかじめ委員長が指名した委員とし、委員長を補佐し、委

員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（招集） 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

（幹事会） 
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第６条 委員会は、円滑な運営を図るため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、委員会から付託された事項について調査研究し、計画案を委員

会に提出する。 

３ 幹事会は、次に掲げる職にある者をもって構成する。 

企画課長 

財政課長 

総務課長 

経理課長 

男女共同参画推進センター所長 

経済課長 

文化観光課長 

スポーツ振興課長 

青少年課長 

区民課長 

豊洲特別出張所長 

福祉課長 

高齢者支援課長 

障害者支援課長 

健康推進課長 

子育て支援課長 

温暖化対策課長 

住宅課長 

管理課長 

道路課長 

河川公園課長 

施設保全課長 

交通対策課長 

学務課長 

放課後支援課長 

教育センター所長 
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４ 幹事会に、幹事長を置く。幹事長は、政策経営部財政課長とし、会務を総

括する。 

５ 幹事会は、幹事長が招集する。 

（関係者の出席） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、事案に関係のある者を委員会

に出席させ、説明を求め、又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、政策経営部財政課において行う。 

（委任） 

第９条 この要領に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２７年６月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２７年９月２４日から施行する。 
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江東区使用料検討委員会・幹事会開催状況

【委　員　会】

日程 検討内容

・使用料改定の検討について

・27年度における検討について

・今後の検討スケジュールについて

・幹事会の検討結果について

・報告書（案）について

【幹　事　会】

日程 検討内容

・使用料改定の検討について

・27年度における検討について

・今後の検討スケジュールについて

・26年度決算の分析結果について

・使用料に係る他区の動向（23区調査結果）

・近隣区（5ブロック）類似施設の実態調査について

・今後の検討スケジュールについて

・26年度決算分析の訂正について

・近隣区（5ブロック）類似施設の調査結果について

・他区における検討状況について

・公共施設を取り巻く環境（経済情勢等）について

・使用料見直しの検討結果及び素案について

・検討作業部会の検討結果について

・報告書（案）について

2 平 成 27年 8月 18日

平 成 27年 9月 30日3

平 成 27年 10月 19日4

1 平 成 27年 6月 30日

1 平 成 27年 6月 30日

2 平 成 27年 10月 27日
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